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平成27年度 物流部会の活動の概要   
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背景・実施概要 

 2020年に1兆円の輸出目標を達成するためには、
航空・海上の各輸送機関の特性を活用し、最適な
輸送方法を選択できる環境を整備する必要がある。 

特に、低コスト・大量輸送が可能な海上輸送につ
いては、鮮度保持が大きな課題となっている。 

背
景 

国際輸送に関わる課題を解決する技術や事例を
集め、公開することで、生産者・事業者が品目や
ニーズに応じた最適な輸送方法を選択できるよう
にする。 
 特に、低コスト・大量輸送が可能な海上輸送において鮮
度保持が課題となっているため、鮮度保持に関する輸
送技術・機材を重点的に調査、整理する。 

 開発段階・実証段階のものだけでなく、実用段階の事例
を紹介する。 

 国際輸送を利用したことがない生産者・事業者に対し、
輸出に踏み出すきっかけとする。国際輸送時の鮮度保
持に取り組み、有用な技術を求めている生産者・事業者
のニーズに合った情報を提供する。 

 買受側の実情・ニーズに応じた技術・機材に関する情報
を提供する 

目
的 

実施予定事項 

１ 「農林水産物・食品の輸出の技術・事例集～国際
輸送の選択肢を広げるために～」（仮称）の作成 

主な内容案 
 本書の使い方 

  （品種別特性等の基本情報を含む） 
  輸送技術集 

  （コンテナ、緩衝包装、防振パレット、フィルム梱包、
窒素充填等） 

  輸送事例集 

  （貨物積付、輸送品目、混載組合せ、経路、日数、使
用技術、コスト等） 

２ 同技術・事例集の生産者・事業者等への周知 

主な周知対象（想定する読み手） 
 食品に有効な鮮度保持技術を求めている生産者・事
業者等 

 国際輸送を利用したことがない生産者・事業者等 

主な周知方法 
 農水省、国交省のHPへの掲載 

 簡易版（リーフレット）の作成 

 品目別の輸出促進団体を通じた生産者・事業者への
配布 

 輸出先国の輸入者等への説明に活用 等 

農林水産物・食品の輸出額１兆円目標を達成するためには、混載等の方法により、物流コストの低減を図っていく
ことが大きな課題の一つ。物流部会では、農林水産物・食品の輸出に係る物流の課題を整理、検討し、物流の効
率化・高品質化を目指していく。 

物流部会の目的 

２７ 
年 
度 



平成27年度 輸出環境課題部会の活動の概要 

２７ 
年度 

背景と目的 

事業者が輸出したいと考える国・地域におい
て、原発事故に伴い日本産農林水産物・食品
の輸入規制措置が導入されている国や、動
植物検疫上の理由から日本産農林水産物・
食品の輸入が禁止されている国がある。この
ような輸出環境課題について、平成２６年度
は優先的に取り組むべき課題、進捗状況等
について整理した。 

品目横断的に取り組むべき輸出環境課題の
うち、FSMA、ハラール等については、部会を
設置して取り組んでいるが、その他の課題
（知的財産侵害等）についても、その対応を検
討していく必要がある。 

背景 

重点品目に係る輸出環境課題について国や
事業者が解決するよう取り組んでいるが、そ
の取組状況を整理し、新たに取り組むべき課
題についても整理する。 

品目横断的な課題として、知的財産侵害への
対策等について整理・検討する。 

目的 

実施予定事項 

１ 品目別部会ならびに輸出環境課題部会において、
輸出環境課題への取組及び進捗状況を検証し、
今後の取組事項について整理し、輸出環境課題
表を更新する。 

２ 知的財産を活かした輸出促進について整理・検討
する。 

輸出戦略上の重点品目＊に係る輸出環境課題（例：原発事故に伴う輸入規制、動植物検疫）、それらのうち優先的に
取り組むべき課題、進捗状況等を整理・検証する。 
 ＊ 加工食品、水産物、コメ・コメ加工品、林産物、花き、青果物、牛肉、茶 

輸出環境課題部会の目的 

3 



平成27年度 ＦＳＭＡ部会の活動の概要 
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背景・実施概要 

米国において、食料供給の安全性を保証すること
により、公衆衛生をより良く保護できるようにする
目的で、米国食品医薬品局（FDA）の権限を多岐
にわたり強化する、「米国食品安全強化法（Food 

Safety Modernization Act（FSMA））」が2011年１
月４日に成立した。 

規則案についてはFDAが案を順次公表中であり、
2015年から2016年にかけて確定の予定。 

 FSMA施行により日本からの食品輸出に関しても、 

HACCP義務化、日本へのFDA査察の増加等
様々な影響が想定される。 

背景 

引き続き、ＦＳＭＡ（米国食品安全強化法）の動向
に合わせ、食品事業者、業界団体、関係省庁及び
関係部署と協力して対応を検討する。 
 

目的 

実施予定事項 

ＦＳＭＡ部会では、ＦＳＭＡ（米国食品安全強化法）の動向に合わせ、食品事業者、業界団体、関係省庁及び関係
部署と協力して対応を検討する。 

ＦＳＭＡ部会の目的 

２７ 
年 
度 

１  15年8月以降のFSMA各規則確定を踏まえ、
FDA最新動向を常に把握していく。セミナー
（JETRO主催）等を通じて、事業者に周知する。 

２  FSMAに関する情報共有体制を構築し、国内事
業者の円滑なFSMA対応を図る（メーリングリス
ト等）。 

３ 国内FDA査察結果の収集・分析を行う。査察時
課題の解決に向けて、FDAと協議を実施。 

４  FSMA改正規則案公開時に意見を提出する。 

５ 米国向け日本産食品の輸出実態につき、更な
る調査を行う。 
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目的 規則 概要
103条

（ヒト用食品の予防管理）

105条

（農産物の安全基準）

106条

（意図的な異物混入の予防）

301条

（外国供給業者検証プログラム）

307条

（第３者監査制度）

102条

（登録情報の更新を義務化）

201条

（FDAの発見・対応能力の向上）

306条

（外国食品施設の検査）

米国向け食品製造/輸出を行う施設（及びその米国代理人）に対して、2年毎の登録更新を義務化。重大な健康被
害発生時には、登録は停止され、米国向け輸出が不可能となる。

国内外の施設に対して資源配分を行い、高リスク施設への検査を強化する。海外施設に関しては、2011年は600
個所、2015年には9,600か所の施設を検査と明記する。

外国施設の検査を促進するために外国政府と協定・合意を結ぶ権限をFDAに付与する。FDAは商務省と連携して
外国施設へ検査官を派遣することができる。

予防的措置

第三者による
チェック
体制整備

検査の強化
・情報把握
体制の整備

米国で消費される食品（畜産物、水産物、ジュース、栄養補助食品及びアルコール類等は除く。）の国内外の製造
施設等に、HACCPの導入、リコール計画の作成等を義務付け。

米国で消費される野菜、果実について、国内外の農業生産者が、安全な生産・収穫への措置を講じることを義務
付け。規則案では、長いも等を対象外とすることを提案。

米国内に輸入される食品について、米側輸入業者に対して、外国供給業者（海外の食品メーカー等）がＨＡＣＣＰ
等を含む食品安全のための取組を実施していることを確認するためのモニタリング活動を義務付け。（輸入食品
についても、103条及び105条の遵守状況を確認）

FDAが高リスクと認める特定食品（現時点で詳細不明）を輸入する場合及び輸入業者の食品輸入手続きを迅速化

するプログラム（未公表）において、公的認定団体から認定を受けた第３者認証機関による監査制度を創設。

米国内外の食品製造施設に対して、大規模な公衆衛生上の危害を意図した行為による食品不良を防止するため
の計画作成を義務付け。なお、不満を抱く従業員による会社の評判を傷つける目的で行った行為や経済的利益
を目的とした偽装行為は、公衆の健康被害が直接の目的ではないことから、本規則案の対象ではないとされてい
る。

FSMA規則の概要 
 米国での輸入食品の安全確保は、連邦食品医薬局（FDA）及び連邦農務省（USDA）が管轄している（USDAは畜肉・卵を所管、FDAはそれ以外の食品を所管）。

米国では食品事故が多数起きており、これは大きな公衆衛生上の負担であるものの、ほとんどの場合予防できるものと考えられる（参考：米国での食品由来の 
疾病での死者数は年間約3千人-2011年米国疾病予防センター）。 

 食糧供給の安全性を保証することにより公衆衛生をより良く保護できるようにする目的で、FDAの権限を多岐にわたり強化する米国食品安全強化法
（FSMA/Food Safety Modernization Act）が2011年１月４日に成立。規則案についてはFDAが案を順次公表中だが、未だ未確定であり、2015年から16年にかけ 
て確定の予定。 

 FSMA施行により日本からの食品輸出に関しても様々な影響が想定される（例：HACCP義務化、日本へのFDA査察の増加等）。これらの悪影響を最小化するた 
めに、食品事業者、業界団体及び関係課と協力して対策を検討していく必要がある。 

資料： 輸出促進G作成 

（参考） 
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FSMAによる予防管理の強化 （概念図） 
 日本から輸出される食品・農林水産物は、様々な事業者を経て、米国消費者のもとに届く。FSMAでは、原則として対象品目の製造・

輸入・販売に関与する国内外の事業者総てが対象となる。従ってアメリカ向けに輸出される食品を製造している我が国食品製造事業
者も、米国内事業者と同様に、ＨＡＣＣＰ対応が義務づけられる（103条）。 

 米国内の輸入業者は、輸入品の生産/供給業者について検証を行うことが義務づけられる（301条）。 

 FDAによる日本国内製造業者への査察も、今後増加することが見込まれる（201条）。 

日本 米国

食
品
製
造
業
者

モノの流れ

製
造
業
者
＊

日

本

政

府

米

国

政

府

卸
売
業
者

輸
出
業
者

輸
入
業
者

小
売
店

卸
業
者
・加
工
業
者

消
費
者

予防管理

＊対象外の品目

・ｼﾞｭｰｽ、水産物等の

HACCP義務品群

・USDA管轄の畜肉・卵類

・アルコール類

ＦＳＶＰ（301条）

HACCP（103条）

GAP（105条）

第3者監査

人（307条）

認
定
機
関
・

認
証
機
関

海外査察強化

（201条）

輸入食品へのFDA予防管理は、第一には輸入業者を、最終的には製造業者を対
象とする。 

資料： 輸出促進G作成 



7 

FSMA 今後のスケジュール 
 FSMAの法律自体は2011年1月に既に成立済み。2013年1月以降、FDAは各関連規則案を順次公表し、パブコメを募集してきたとところ。 

 現段階においてもFDAで検討が続けられており、詳細は確定していない。 

 これまでの情報によれば、下記の通り、2015年から16年にかけて代表的な規則の条文が順次最終化され、 

   2017年度中には全ての規則が施行される見込み。 

2014年 2015年 2016年 

103条 
（HACCP） 

2013年 2017年 

猶予期間（26ヶ月） 

猶予期間（18ヶ月） 

（注２） 103条施行後は、FDAによる海外の食品製造施設の査察時に、HACCP計画等の確認が
必須となる（現在は、GMP（製造管理・品質管理基準）等のチェックが主。） 

パブコメ 

パブコメ 

パブコメ 

パブコメ 猶予期間（14ｹ月） 

規
則
案
公
表 

１
月 

パ
ブ
コ
メ
終
了 

月 

１１ 

パ
ブ
コ
メ
終
了 

月 

１１ 

規
則
案
公
表 

１
月 

規
則
案
公
表 

７
月 

パ
ブ
コ
メ
終
了 

１
月 

パブコメ 
規
則
案
公
表 

７
月 

パ
ブ
コ
メ
終
了 

１
月 

規
則
案
公
表 

月 

１２ パ
ブ
コ
メ
終
了 

６
月 

パブコメ 
パ
ブ
コ
メ
終
了 

７
月 

規
則
案
公
表 

１
月 

最
終
規
則
化 

８
月 

最
終
規
則
化 

10
月 

最
終
規
則
化 

10
月 

最
終
規
則
化 

10
月 

※別途「モデル認定基準」公表後に施行予定 

最
終
規
則
化 

５
月 

最
終
規
則
化 

３
月 

猶予期間（１年） 

105条 
（GAP） 

301条 
（FSVP） 

307条 
（3rd Party） 

106条 
（Food Defense） 

111条 
（Transportation） 

月 
 

日 

12 

15 

パ
ブ
コ
メ
期
間 

月 
 

日 

パ
ブ
コ
メ
期
間 

月 
 

日 

12 

12 

15 

15 

猶予期間（１年） 

猶予期間は 

17年12月迄 

猶予期間は 

４月迄 

規
則
案
公
表 

9
月 

規
則
案
公
表 

9
月 

規
則
案
公
表 

9
月 

猶予期間は 

８月迄 

猶予期間は 

３月迄 

猶予期間は 

７月迄 

（注１） 原則として、上記の猶予期間に加えて、企業規模（“Very Small Business”等）に応
じて、更に1年等の猶予期間が設けられている。 

パ
ブ
コ
メ
期
間 

資料： 輸出促進G作成 



平成27年度 ハラール部会の活動の概要 
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背景・実施概要 

事業者がハラール認証の取得やハラール食品の
輸出に関心を持っても、国や認証機関毎の実態が
分からないなどの課題に直面することが多い。 

そのため、平成２６年度は、ハラール認証の仕組
みや各国における制度の違い等の基本的な情報
を整理した「手引き」を作成した。 

輸出の成功事例創出につなげるため、より実務的
な情報が望まれる。 

背景 

ハラール食品の流通状況やイスラム圏への食品
輸出の事例を調べて積み上げていくことで、どのよ
うにすればイスラム圏への輸出を行うことができる
のか、注意すべき点は何かを、事業者が把握でき
るようにする。 

目的 

実施予定事項 

輸出拡大を図る上で、マレーシア、インドネシアや中東などイスラム圏への食品輸出に取り組むため、ハラールの
取組にかかる課題を整理・検討し、ハラール認証取得支援、輸出の成功事例創出につなげるための議論を行う。 

ハラール部会の目的 

２７ 
年 
度 

１ ハラール食品を取り扱う企業を対象に、ハラー
ル食品の輸出事例について調査する。 

２ 主要ムスリム国内でハラール食品およびハラー
ル認証マークの流通状況、普及状況を調査し、
事業者にハラール食品の需要等の正確な実態
を提供する。 



平成27年度 卸売市場部会の活動の概要 
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背景・実施概要 

日本の農林水産物・食品の輸出額を平成３２年ま
でに１兆円とする目標達成のためには、国産青果
物の概ね９割が経由する卸売市場を活用すること
が効果的であり重要。 

一方で、卸売市場を拠点とした輸出促進のために
取り組むべき課題として、代金決済リスクの軽減、
海外の卸売市場・会社との連携可能性、品質管理
及び鮮度保持のための施設整備、輸出手続きの
簡素化等が挙げられている。 

背景 

上記課題の精査、国際農産物等市場構想推進事
業の取組を踏まえ、国際農産物等市場構想展開
のための全体戦略の検討を行う。 

目的 

実施予定事項 

２７ 
年 
度 

１ 小規模な事業者は代金決済におけるリスクによ
り、輸出に踏み切れないというケースもある中、
既存輸出事業者の取組を中心に調査する。 

 

２ 輸出手続きの簡素化の実現方法、特に大量集
荷による検疫検査等の一元化などについて調
査を行い、課題を整理する。また、並行して多品
目輸出について検討する。 

３ 国際農産物等市場構想推進事業の取組の検証
を行う。 

４ 上記を踏まえ、国際農産物等市場構想展開の
ための全体戦略の検討を行う。 

卸売市場部会では、農水産物の集荷・販売における主要拠点である卸売市場について、その輸出に果たす役割を確認
し、卸売市場を拠点とした輸出促進のために取り組むべき課題を整理するとともに、卸売市場を拠点とした輸出促進方
策をまとめる。 

卸売市場部会の目的 


